[image: image1.bmp]｢大綱｣閣議決定に各界から抗議声明17日に政府が「社会保障と税の一体改革」大綱を閣議決定したことに対し、消費税廃止各界連をはじめ、抗議声明や談話が相次いで発表されました。

(以下要旨)
◇全国中小企業団体中央会・鶴田欣也会長
歳出削減や社会保障分野の負担拡大の歯止めが十分なされない中、閣議決定されたことは遺憾。国内消費の低迷、デフレの進行等により、中小企業者の消費税増加分の価格転嫁が相当困難となることが想定される。過去の教訓を踏まえ、十分な検討を重ねたうえで慎重に判断を。税収拡大のためにも、内外の需要を取り込むことによって経済成長推進政策を実行すべき。　　　　　　　　　　　　　　　〔2012/２/１７〕

◇日本チェーンストア協会・清水信次会長　
復興対策と内需拡大策、行財政改革と政治改革の断行等を優先し、国会･行政の身を切る努力に国民の真の理解と評価が得られないまま安易な消費税率引き上げ決定について強く反対してきた。これらに対し、真摯な議論も見られない中、｢大綱｣が閣議決定。改めて反対を表明。必要なことは、大震災からの復興と日本経済活性化に資する成長戦略の推進、抜本的な社会保障改革、国民に支持される行財政改革と政治改革の断行であることを繰り返して主張し、今後の国会での議論を注目している。〔2012/２/１７〕
「はじめに増税ありき」、根本から見直しを◇日本消費者連盟は、「消費税の税率引き上げを見直すよう求める要請」を野田首相宛に提出。「『はじめに消費税増税ありき』の政策を根本から見直すよう強く要請する｣として、一体改革の社会保障切捨てを批判。政府案は、税の逆進性対策が極めて不十分であり、高額所得者優遇の制度だということ、国民共通番号制度が民主党のマニュフェストと対立する内容であることや、中小企業の事務負担から消費者のための増税でないと指摘しています。そして、原子力関連予算や政党助成金など、歳出や財政赤字削減のための見直しを提案しています。　　　　　　〔2012/2/１６〕
消費税一口メモ　消費税10％で、GDPは2％以上低下する!!＜各種試算より＞


◆ＳＭＢＣ日興証券は16日、消費税率が2014年5月に８％に引き上げられた場合、13年度のＧＤＰ（国内総生産）は駆け込み需要により、実質で3･9％増となる一方、14年度は反動減が生じ、2･3％のマイナスに陥るとの試算を発表。


◆労働運動総合研究所が20日に発表した消費税増税


による日本経済と雇用への影響についての試算では、


『家計消費需要を13兆9180億円(2010年の家計消費


支出278兆3510億円の5％)減少させる効果を持つ。


それにより国内生産額が21兆2673億円、付加価値額


が12兆2046億円減少しGDPは2･53％減少する。


その結果、雇用者ベースでは114･9万人分の労働量が


失われ、国･地方合わせて税収が2兆1660億円減少す


る」としている。
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消費税増税によるダメージ
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このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。増し刷りしてご活用ください。











